
 - 313 -

株式会社建設資源広域利用センター 

 

第１ 監査の目的 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に執行されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 事業の内容 

 （１）事業の概要 

    株式会社建設資源広域利用センター（以下｢会社｣という。）は、株式会社首都圏建設資源高

度化センター（平成３年６月設立）と、株式会社沿岸環境開発資源利用センター（平成６年８

月設立）を合併して平成１４年４月に設立された会社である。 

会社は、建設発生土の再利用を推進することにより、国土の環境保全に寄与するとともに、

首都圏における公共事業の円滑な推進、循環型社会づくりに貢献することを目的として、主に

次の事業を行っている。 

 ア 建設発生土等のあっせん、仲介及び受入管理 

 イ 全国の港湾埋立地等への建設発生土の海上輸送 

 ウ 建設発生土等の利用方法、改良、リサイクル等に関する調査研究 

 

 （２）都との関係 

     都は、会社に対し、資本金１１億円のうち、３億円（２７．３％）を出資している。 

 

 ２ 組   織 

   会社は、事務所を千代田区大手町二丁目６番２号に置き、役員１４名（代表取締役社長１名、

常務取締役１名、取締役９名、監査役３名）（うち非常勤取締役９名、非常勤監査役２名）及び社

員２３名（うち都派遣職員４名）で、２部４課をもって構成されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実施監査期間 

 １ 監査の範囲 

      平成１９年度（１７期）及び平成２０年度（１８期）の事業を対象として実施した。 

 ２ 実施監査期間 

 （１）都市整備局 平成２１年１１月５日及び同月１６日 

 （２）会   社 平成２１年１１月６日から同月１３日まで 
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第４ 監査の結果 

  １ 経営に関する事項 

     事業実績は、建設発生土の取扱土量について、首都圏事業では前年度の３４．９％増の１８６．

８万㎥、羽田調整事業では平成２０年７月から事業を開始し９か月間の実績は１１．２万㎥、広

域利用事業では前年度の２９．４％増の３７．８万㎥のあっせん等を行っている。なお、リサイ

クル推進事業では平成１８年度から取扱いの実績はない。 

また、売上金額は、４０億４，８９７万余円であり、前年度より１０億７，２６５万余円（３

６．０％）増加している。 

経営成績は、経常利益５億５，１２３万余円であり、法人税等を控除した当期純利益は３億２，

４８８万余円である。 

平成２０年度末における財政状況は、資産合計４０億８，６５６万余円、負債合計１１億４，

５４４万余円、資本合計２９億４，１１１万余円となっている。 

経営環境について見ると、経営状態はこれまで順調に推移しているものの、羽田調整事業が今

年度中に終了することや、広域利用事業(地方港湾の埋立)の延期や計画の見直し、中心となる首

都圏事業でも公共工事の減少が予想されることなど、会社を取り巻く事業環境が不透明になって

おり、今後の経営のあり方について、様々な検討を行っていくことが課題となっている。 

財務事務に関する内部統制については、経理規程に定められている会計方針に基づき処理され

ている。 

 

以上、経営状況について述べてきたとおり、会社は当年度も当期純利益を計上しており、今後

の経営のあり方について検討を行うべき課題があるものの、会社の事業は出資目的に沿って適切

に運営されていると認められる。 

 

第５ 経営状況の概要 

 １ 経営状況 

 （１）事業実績 

    会社は、首都圏事業、羽田調整事業、広域利用事業及びリサイクル推進事業を行っている。 

   ア 首都圏事業 

この事業は、首都圏の自治体（東京都、神奈川県、埼玉県、横浜市、川崎市、さいたま市）、

独立行政法人都市再生機構、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、首都高速

道路株式会社及び会社を構成機関とする調整会議による協議・調整に基づき、これら構成機

関等が発注する工事から発生する建設発生土を、首都圏の河川堤防事業や、宅地造成事業な

どに活用するためのあっせん及び受入管理を行うものである。 

平成２０年度は、埼玉県の下水処理場や横田基地内の防衛施設等の大型の建設工事による

建設発生土のあっせんが増加し、過去最大の取扱土量となった。 
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平成１９年度及び平成２０年度の実績は表１のとおりである。 

 

（表１）首都圏事業実績 

増（△）減  

年 度 
項 目 

平成２０年度 
（Ａ） 

平成１９年度 
（Ｂ） 量 

(C)=(A-B) 

率（％） 

(C/B)×100

取扱土量（千㎥） １，８６８ １，３８４ ４８４ ３４．９

発生土処分申込数（件） １，２１０ １，１７０ ４０ ３．４

受入地数（件） ３８ ３６ ２ ５．６

売上高（千円） ２，７８７，０７４ ２，１２８，３６３ ６５８，７１１ ３０．９

 

イ 羽田調整事業 

この事業は、国（国土交通省）が行う羽田空港のＤ滑走路建設工事において、滑走路地盤

の埋立用材として良質の建設発生土を短期間に大量に調達する事業であり、平成２０年７月

から建設発生土の搬入が開始され（平成２２年２月終了予定）、平成２０年度の実績は表２の

とおりである。 

 

（表２）羽田調整事業実績 
 

年 度 
項 目 

平成２０年度 

取扱土量（千㎥）  １１２

売上高（千円） ５０，４９４

 

ウ 広域利用事業 

この事業は、国（国土交通省）が主催する港湾建設資源の広域利用推進協議会の定める「港

湾建設資源の広域利用基本計画」に基づき、首都圏の自治体（東京都、川崎市、横浜市）が

発注する工事から発生する建設発生土を引受け、地方圏の港湾等の埋立用材として、引受側

自治体の埋立地へ海上移送を行うものである。 

     平成１９年度及び平成２０年度の実績は表３のとおりである。 
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（表３）広域利用事業実績                        （単位：千㎥、千円） 

増（△）減 
年 度

項 目 
平成２０年度 
（Ａ） 

平成１９年度 
（Ｂ）  (C)=(A-B) 

率（％） 

C/B×100 

取扱量 ２９８ ２１２ ８６ ４０．６
東京港 

売上高 ９５３，８６３ ６１６，０３７ ３３７，８２６ ５４．８

取扱量 ６０ ５０ １０ ２０．０
横浜港 

売上高 １９２，１８０ １４４，９５０ ４７，２３０ ３２．６

取扱量 ２０ ３０ △１０ △３３．３
川崎港 

売上高 ６５，３６６ ８６，９７０ △２１，６０４ △２４．８

取扱量 ３７８ ２９２ ８６ ２９．５

搬 
 
出 
 
港 

合  計 
売上高 １，２１１，４０９ ８４７，９５７ ３６３，４５２ ４２．８

取扱量 １１８ ４０ ７８ １９５．０八幡浜 
漁港 ※売上高 ３７８，６２９ １１５，９６０ ２６２，６６９ ２２６．５

取扱量 １１０ ２０ ９０ ４５０．０
八幡浜港 

※売上高 ３５２，３３０ ５７，９８０ ２９４，３５０ ５０７．７

取扱量 １５０ ２００ △５０ △２５．０
広島港 

※売上高 ４８０，４５０ ５７９，８００ △９９，３５０ △１７．２

取扱量 ０ ３２ △３２ △１００三島川 
之江港 ※売上高 ０ ９４，２１７ △９４，２１７ △１００

取扱量 ３７８ ２９２ ８６ ２９．５

受 
 
入 
 
港 

合 計 
※売上高 １，２１１，４０９ ８４７，９５７ ３６３，４５２ ４２．８

注）受入港の※売上高は、搬出港の売上高を受入港別に換算したもので、実際の収入が新たに発生し

たものではない。 

 

エ リサイクル推進事業 

この事業は、上記の広域利用推進協議会によらない建設発生土について、会社が発生側工

事と受入側工事双方の調整を行ったうえで、海上移送業務を実施するものである。 

     なお、平成１８年度から事業の実績はない。 

 

（２）経営成績 

  ア 損益計算書項目の比較増減分析 

     平成１９年度及び平成２０年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

平成２０年度における経営成績は、営業利益５億２，５８４万余円、経常利益５億５，１

２３万余円、税引前当期純利益５億５，１１９万余円であり、法人税等を控除した当期純利

益は、３億２，４８８万余円である。 

営業収益は、４０億４，８９７万余円であり、前年度（２９億７，６３２万余円）と比較

して１０億７，２６５万余円（３６．０％）増加している。これは主に、建設発生土の取扱

土量が増加したことによるものである。 

営業費用は、３５億２，３１３万余円であり、前年度（２６億５，０８８万余円）と比較
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して８億７，２２４万余円（３２．９％）増加している。これは主に、土砂搬入管理費用等

の売上原価が８億１，２８２万余円増加したことによるものである。 

この結果、営業利益は５億２，５８４万余円であり、前年度（３億２，５４３万余円）と

比較して２億０，０４１万余円（６１．６％）増加している。 

営業外収益は、２，５３８万余円であり、前年度（２，８７３万余円）と比較して、３３

４万余円減少している。これは、主に受取利息の減少によるものである。 

以上の結果、経常利益は、前年度より１億９，７０６万余円（５５．６％）増加し、５億

５，１２３万余円となり、当期純利益は３億２，４８８万余円となっている。 

 

   イ 経営比率等による経営成績の分析 

     会計の収益性・効率性を示す経営比率は表４のとおりである。 

総資本事業利益率、営業収益営業利益率、経営資本回転率の増加は、主に首都圏事業の建

設発生土の取扱土量の増加により、収入が増加したためである。 

 

（表４）経営比率 

項 目       年 度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 算 式 

総資本事業利益率（％） ８．８ ６．４ １０．０ １３．５ 
事 業 利 益

総  資  本

営業収益営業利益率（％） ７．９ ６．６ １０．９ １３．０ 
営 業 利 益

営 業 収 益

経営資本回転率（回） １．３８ １．３３ １．１２ ２．１７ 
営 業 収 益

経 営 資 本

総費用対総収益比率（％） ９２．０ ９３．４ ８９．１ ８７．０ 
総  費  用

総  収  益

 

（３）財政状態 

   ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

   平成１９年度末及び平成２０年度末の財政状態は別表２比較貸借対照表のとおりである。 

平成２０年度末における財政状態は、資産合計４０億８，６５６万余円、負債合計１１億

４，５４４万余円及び資本合計２９億４，１１１万余円となっている。 

資産合計は、前年度（３５億２，３４５万余円）と比較して、５億６，３１１万余円（１

６．０％）増加している。 

流動資産は、１８億７，５７５万余円であり、前年度（２６億６，１０３万余円）と比較

して７億８，５２７万余円（２９．５％）減少している。これは、現金預金が４億２，９７

７万余円、売掛金が１億６，３１０万余円、有価証券が１億９，９９６万円減少したためで
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ある。 

なお、資金の活動をキャッシュフローで見ると、営業活動で７億８，５３４万余円を獲得

し、投資活動では１１億５，３５１万余円、財務活動では６，１６０万円を使用している。 

固定資産は、２２億１，０８０万余円であり、前年度（８億６，２４１万余円）と比較し

て１３億４，８３９万余円（１５６．４％）増加している。これは主に、定期預金が４億５，

０００万円、投資有価証券が９億０，１１８万円増加したことによるものである。 

負債合計は、１１億４，５４４万余円であり、前年度（８億４，５６２万余円）と比較し

て、２億９，９８２万余円（３５．５％）増加している。これは主に、流動負債である買掛

金が２億２，６７４万余円、未払法人税等が７，９４７万余円増加したことなどによるもの

である。 

純資産合計は、２９億４，１１１万余円となっており、前年度（２６億７，７８３万余円）

と比較して、２億６，３２８万余円（９．８％）増加している。これは、当期純利益が生じ

とことにより、剰余金が増加したことによるものである。 

 

イ 財務比率等による財政状況の分析 

 会社の安全性を示す財務比率は、表５のとおりである。 

     平成２０年度における流動比率は、別表２比較貸借対照表のとおり流動資産の現金預金等

が７億８，５２７万余円減少したこと及び流動負債の買掛金等が２億９，９８２万余円増加

したことにより減少したものである。 

     固定長期適合比率の増加は、長期資本の剰余金が２億６，３２８万余円増加したものの投

資等の固定資産も１３億４，８３９万余円増加したことによるものである。 

 

（表５）財務比率 

項 目      年 度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 算 式 

流  動  比  率（％） ３４０．９ ２９２．４ ３１４．７ １６３．８ 
流 動 資 産

流 動 負 債

自 己 資 本 比 率（％） ７５．２ ７４．６ ７６．０ ７２．０ 
自 己 資 本

総  資  本

固定長期適合比率（％） ２５．７ ３８．６ ３２．２ ７５．２ 
固 定 資 産

長 期 資 本

 

（４） 経営環境に関する評価及び財務事務に関する内部統制 

   ア 経営環境に関する評価 

事業の経営環境について、経営者にヒアリングを行うとともに、営業活動、財務活動等の

観点から確認を行った結果、事業の経営環境において、次のとおり留意すべき点が見受けら
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れた。 

（ア）事業の経営環境 

事業の現状を見ると、会社の設立（平成１４年４月）以来、毎年度純利益を計上し、平

成２０年度末では１８億４，１１１万余円の剰余金を有するなど、経営状態は順調に推移

している。 

しかしながら、羽田調整事業が今年度中に終了することや、広域利用事業(地方港湾の埋

立)の延期や計画の見直し、中心となる首都圏事業でも公共工事の減少が予想されることな

ど、会社を取り巻く事業環境が不透明になっており、今後の経営のあり方について、様々

な検討を行っていくことが課題となっている。 

 

イ 財務事務に関する内部統制 

財務事務に関する内部統制の整備及び運用状況について検証したところ、基本的な規程で

ある経理規程は適切に整備されており、財務事務は、同規程に定められている会計方針に基

づき処理されている。 

（ア）職務の分掌 

経理に関する課の分掌事務は、組織規程において定められている。 

（イ）帳簿組織 

会計書類については、経理規程に基づいて作成されている。 

（ウ）現金及び預金 

収納は口座振替を原則としており、現金収納はない。また、預金の管理は入出金の都度、

帳簿と通帳を照合確認している。 

（エ）資金管理 

資金運用については、案件ごとに役員会で決定をして運用している。 
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平成２０年度 平成１９年度
金　　　　額 金　　　額
（A) （B)

4,048,979,027 2,976,321,798 1,072,657,229 36.0

売 上 高 4,048,979,027 2,976,321,798 1,072,657,229 36.0

3,523,133,713 2,650,889,801 872,243,912 32.9

売 上 原 価 3,155,556,017 2,342,729,862 812,826,155 34.7

販売費及び一般管理費 367,577,696 308,159,939 59,417,757 19.3

525,845,314 325,431,997 200,413,317 61.6

25,387,112 28,734,367 △ 3,347,255 △ 11.6

受 取 利 息 24,447,569 28,734,367 △ 4,286,798 △ 14.9

雑 収 入 939,543 0 939,543         -

551,232,426 354,166,364 197,066,062 55.6

36,499 0 36,499         -

固 定 資 産 除 却 損 36,499 0 36,499         -

0 4,000,000 △ 4,000,000 △ 100

撤去工事引当金戻入益 0 4,000,000 △ 4,000,000 △ 100

551,195,927 358,166,364 193,029,563 53.9

233,141,667 134,168,627 98,973,040 73.8

△ 6,833,484 12,666,994 △ 19,500,478 △ 153.9

324,887,744 211,330,743 113,557,001 53.7

営 業 収 益

特 別 利 益

法人税、住民税及び事業税

営 業 費 用

営 業 利 益

（単位：円、％）

増 （△） 減
金　　　額
（Ａ－Ｂ）

率
(A-B)/B×100

（別表１）比 較 損 益 計 算 書

営 業 外 収 益

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

科　　　　目
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（単位：円、％）

金　　額 金　　額 金　　額 率
（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ） (A-B)/B

1,875,758,138 45.9 2,661,037,603 75.5 △ 785,279,465 △ 29.5

1,622,477,103 39.7 2,052,251,037 58.2 △ 429,773,934 △ 20.9

226,955,980 5.6 390,064,073 11.1 △ 163,108,093 △ 41.8

0 0  199,960,000 5.7 △ 199,960,000 △ 100

20,232,728 0.5 13,399,244 0.4 6,833,484 51.0

6,092,327 0.1 5,363,249 0.2 729,078 13.6

2,210,804,097 54.1 862,413,629 24.5 1,348,390,468 156.4

有形固定資産 4,883,579 0.1 4,160,311 0.1 723,268 17.4

建物 1,483,821 0.0 1,842,144 0.1 △ 358,323 △ 19.5

器具備品 3,399,758 0.1 2,318,167 0.1 1,081,591 46.7

無形固定資産 4,740,518 0.1 8,253,318 0.2 △ 3,512,800 △ 42.6

ソフトウエア 4,740,518 0.1 8,253,318 0.2 △ 3,512,800 △ 42.6

投資等 2,201,180,000 53.9 850,000,000 24.1 1,351,180,000 159.0

定期預金 700,000,000 17.1 250,000,000 7.1 450,000,000 180.0

投資有価証券 1,501,180,000 36.7 600,000,000 17.0 901,180,000 150.2

4,086,562,235  100  3,523,451,232 100  563,111,003 16.0

1,145,444,121 28.0 845,620,862 24.0 299,823,259 35.5

463,893,111 11.4 237,149,790 6.7 226,743,321 95.6

0 0  37,800,000 1.1 △ 37,800,000 △ 100

168,868,970 4.1 89,393,870 2.5 79,475,100 88.9

20,561,572 0.5 7,635,907 0.2 12,925,665 169.3

11,101,587 0.3 9,195,214 0.3 1,906,373 20.7

3,991,453 0.1 2,804,590 0.1 1,186,863 42.3

461,080,340 11.3 448,292,662 12.7 12,787,678 2.9

15,947,088 0.4 13,348,829 0.4 2,598,259 19.5

1,145,444,121 28.0 845,620,862 24.0 299,823,259 35.5

1,100,000,000 26.9 1,100,000,000 31.2 0 0  

1,100,000,000 26.9 1,100,000,000 31.2 0 0  

1,841,118,114 45.1 1,577,830,370 44.8 263,287,744 16.7

192,940,000 4.7 186,780,000 5.3 6,160,000 3.3

550,000,000 13.5 550,000,000 15.6 0 0  

1,098,178,114 26.9 841,050,370 23.9 257,127,744 30.6

（うち当期純利益） 324,887,744 8.0 211,330,743 6.0 113,557,001 53.7

2,941,118,114 72.0 2,677,830,370 76.0 263,287,744 9.8

4,086,562,235  100  3,523,451,232  100  563,111,003 16.0

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

平成１９年度決算 　増　（△）　減

構成比構成比

利 益 準 備 金

賞 与 引 当 金

（別表２）比 較 貸 借 対 照 表

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

平成２０年度決算
科　　　目

現 金 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

流 動 資 産

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

負 債 合 計

流 動 負 債

資 産 合 計

固 定 資 産

前 受 金

未 払 費 用

預 り 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

 

 

 

 

 

 



 - 322 -

（単位　円）

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

前期末残高 1,100,000,000 186,780,000 550,000,000 841,050,370 1,577,830,370 2,677,830,370 2,677,830,370

当期変動額合計 － 6,160,000 － 257,127,744 263,287,744 263,287,744 263,287,744

剰余金の配当 － 6,160,000 － △ 67,760,000 △ 61,600,000 △ 61,600,000 △ 61,600,000

当期純利益 － － － 324,887,744 324,887,744 324,887,744 324,887,744

当期末残高 1,100,000,000 192,940,000 550,000,000 1,098,178,114 1,841,118,114 2,941,118,114 2,941,118,114

株主資本等変動計算書

株  主  資  本

利 益 剰 余 金

株主資本
合　  計

純資産
合　計その他利益剰余金

利　益
準備金

資 本 金
利益剰余金
合　  　計

平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

 


